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本物質は、第 2 次とりまとめにおいて生態リスク初期評価結果が公表されているが、健康リ
スクとともに改めて初期評価を行った。 

 

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名： ベンズアルデヒド 
（別の呼称：ベンゾイックアルデヒド、ベンゼンカルボナール） 
CAS番号： 100-52-7 
化審法官報公示整理番号： 3-1142 
化管法政令番号：1-399 
RTECS番号：CU4375000 
分子式：C7H6O 
分子量： 106.12 
換算係数：1 ppm = 4.34 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式： 
 
 
 
 

 

 

（2）物理化学的性状 

本物質は常温で無色透明の液体である1)。 

融点 -57.12℃2)、-56.5℃3) , 5)  

沸点 178.7℃2)、179℃3) , 5) , 6) 

密度 1.0401 g/cm3 (25℃)2)  

蒸気圧 1.27 mmHg (=169 Pa) (25℃)2)、 
1 mmHg (=100 Pa) (26℃)6) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) 1.482) , 4) , 5) , 6) 

解離定数（pKa） 14.90 (25℃)2) 

水溶性（水溶解度） 3×103 mg/1,000 g (20℃)2)、3×103 mg/L (25℃)5)、

3.3×103 mg/L6) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性  
好気的分解（分解性が良好と判断される物質）7) 
分解率：BOD 66%、TOC 98%、HPLC 100% 
（試験期間：2週間、被験物質濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L）8)  
嫌気的分解 
分解率：95%（試験期間：14日、被験物質濃度：30 mgC/L、汚泥濃度：100 mgC/L、

人工下水を用いた試験）9) 
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化学分解性 
OHラジカルとの反応性 （大気中） 
反応速度定数：13×10-12 cm3/(分子･sec)（25℃、測定値）10)  
半減期：4.9～49時間 （OHラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 11)と仮定し計算） 
硝酸ラジカルとの反応性（大気中） 
反応速度定数：2.6×10-15 cm3/(分子･sec) （25℃、測定値）10) 
半減期：13日（硝酸ラジカル濃度を 2.4×108分子/cm3 12)と仮定して計算）  
加水分解性 
 加水分解性の基を持たない13)  
 
生物濃縮性 
  生物濃縮係数 (BCF)：4.4（BCFBAF14)により計算）  
 
土壌吸着性 

土壌吸着定数 (Koc)：11（KOCWIN15)により計算） 
 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

本物質の平成 22年度及び平成 23年度における化審法に基づき公表された一般化学物質と
しての製造・輸入数量（製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含まな

い値）は、1,000 t未満16), 17)である。 
本物質の輸出量18)、輸入量18)の推移を表 1.1に示す。 

 
表 1.1 輸出量･輸入量の推移 

平成（年） 15 16 17 18 19 

輸出量（t） 0.7 2 3 14 8 

輸入量（t） 538 715 619 459 510 

平成（年） 20 21 22 23 24 

輸出量（t） 16 8 12 594 17 

輸入量（t） 246 254 354 417 318 
注：a) 普通貿易統計[少額貨物(1品目が 20万円以下)、見本品等を除く]品別国別表より 

 
「化学物質の製造・輸入数量に関する実態調査」によると、本物質の製造（出荷）及び輸

入量は平成 16年度及び平成 19年度ともに 100～1,000 t/年未満である19),20)。 
本物質の化学物質排出把握管理促進法（化管法）における製造・輸入量区分は、100 t以上
である21)。 
なお、公共用水域の環境実測データが得られた平成 12 年（2000 年）の生産量は、1,000 t
（推定値）22)とされている。 
本物質は車の排気ガスに含まれている1)。また自然界にも存在し、果肉の香りの成分であ
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る1)。 

 

② 用 途 

本物質は、ほとんどが他の化学物質の原料として用いられ、多くは医薬品（アミノ酸製剤）

の原料に使われているほか、石けん・洗剤用や食品用香料（安息香酸やシンナムアルデヒド

など）の原料、染料の原料などに使われている1)。 
本物質は、食品衛生法により着香目的以外の使用は認められていない1)。 
我が国における本物質の農薬登録（用途区分：殺虫剤）は、昭和 35年 10月 9日に失効し
ている23)。 
 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番号: 399）に指定されてい
る。また、本物質は水環境保全に向けた取組のための要調査項目に選定されている。 
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度に

より評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された平成 23 年度の届出
排出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体2),3)から集計した排出量等を表 2.1
に示す。なお、届出外排出量家庭の推計はなされていなかった。 

 
表 2.1  化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（平成 23 年度） 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 106 83 0 0 7,517 4,768 3,053 19,336 - 510,169 189 532,558 532,747

ベンズアルデヒド

業種等別排出量(割合) 106 83 0 0 7,517 4,768 3,053 19,336 0 510,169

3,046 届出 届出外

(99.8%) 0% 100%

72 83 0 0 7,517 4,768 6

(67.9%) (100%) (100%) (100%) (0.2%)

34 0 0 0 0 0

(32.1%)

1

(0.03%)

19,336

(100%)

384,690

(75.4%)

33,761

(6.6%)

46,137

(9.0%)

41,286

(8.1%)

4,295

(0.8%)

総排出量の構成比(%)

下水道業

化学工業

倉庫業

高等教育機関

汎用エンジン

自動車

二輪車

特殊自動車

船舶

鉄道車両

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出

排出量

届出外

排出量
合計

 
 

本物質の平成 23年度における環境中への総排出量は、約 530 tとなり、そのうち届出外排出
量は約 530 tで全体の 99%超であった。届出排出量のうち約 0.11 tが大気、0.083 tが公共用水域
（海域）へ排出されるとしており、大気への排出量が多い。この他に下水道への移動量が約 7.5 
t、廃棄物への移動量が約 4.8 t であった。届出排出量の主な排出源は、大気への排出が多い業
種は化学工業（68%）、倉庫業（32%）であり、公共用水域への排出源は化学工業のみであった。 
表2.1に示したようにPRTRデータでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出外排
出量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量対象業種の媒体別配分は届出排出

量の割合をもとに、届出外排出量非対象業種・家庭の媒体別配分は「平成 23年度 PRTR届出外
排出量の推計方法等の詳細」3)をもとに行った。届出排出量と届出外排出量を媒体別に合計した

ものを表 2.2に示す。 
表 2.2 環境中への推定排出量 

媒  体 推定排出量(kg) 

大  気 
水  域 
土  壌 

529,615 
3,132 

0 
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（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合を、表 2.2 に示した環境中への推定排出量を基に USES3.0
をベースに日本固有のパラメータを組み込んだMackay-Type Level III多媒体モデル4)を用いて予

測した。予測の対象地域は、平成 23 年度に環境中及び大気への排出量が最大であった北海道
（大気への排出量 29 t、公共用水域への排出量 0.00021 t）及び公共用水域への排出量が最大で
あった京都府（大気への排出量 10 t、公共用水域への排出量 3.0 t）とした。予測結果を表 2.3に
示す。 

 
表 2.3 媒体別分配割合の予測結果 

媒 体 

分配割合(%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 
環境中 大 気 公共用水域 

北海道 北海道 京都府 

大 気 82.5 82.5 30.7 

水 域 15.3 15.3 67.9 

土 壌 2.2 2.2 0.8 

底 質 0.0 0.0 0.7 
注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認され

た調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.4に示す。 

 
表 2.4 各媒体中の存在状況 

媒 体 幾何 
平均値 a) 

算術 
平均値 最小値 最大値 a) 検出 

下限値 b) 検出率 調査 
地域 測定年度 文献 

             
一般環境大気  µg/m3 <0.23 <0.23 <0.23 0.44 0.23 3/12 全国 2012 5) 
  0.28 0.28 0.21 0.35 0.039～

0.13 c) 
5/5 栃木県 2010 6) 

  0.35 0.36 0.30 0.41 0.033～
0.23 c) 

5/5 栃木県 2009 7) 

  0.41 0.42 0.31 0.49 0.022～
0.29 c) 

5/5 栃木県 2008 8) 

  0.28 -d) 0.14 0.67 -d) -/34 静岡県 2000 9) e) 
  0.46 -d) <0.042 6.0 -d) -/34 静岡県 2000 9) f) 
             
室内空気 µg/m3 -d) -d) ND 607 -d) -d)/25 -d) 2007～

2008 
10) g) 

  -d) 0.8 ND 4.1 -d) 11/64 北海道 2005 11) 
  -d) 0.65 0.5 2.7 -d) 4/29 福島 2005 12) h) 
  -d) 0.57 0.5 1.7 -d) 2/29 福島 2005 12) i) 
  -d) 8.3 ND 117 -d) -d)/425 全国 2004 13) 
  -d) 4.8 0.0 44 -d) -d)/161 全国 2002 14) h) 
  -d) 4.9 0.0 23 -d) -d)/161 全国 2002 14) i) 
  -d) 4.7 0.0 45 -d) -d)/161 全国 2002 14) j) 
  -d) 4.3 0.0 22 -d) -d)/161 全国 2002 14) k) 
  -d) -d) <0.2 35 0.2 -d)/25 横浜市 2002 15) l) 
  -d) -d) <0.2 17 0.2 -d)/24 横浜市 2001 15) l) 
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媒 体 幾何 
平均値 a) 

算術 
平均値 最小値 最大値 a) 検出 

下限値 b) 検出率 調査 
地域 測定年度 文献 

             
食物 µg/g          
             
飲料水 µg/L <1 <1 <1 <1 1 0/20 大阪府 2011 16) 
             
地下水 µg/L <0.3 <0.3 <0.3 <0.3 0.3 0/15 全国 2000 17) 
             
土壌 µg/g          
             
公共用水域・淡水   µg/L <0.3 <0.3 <0.3 <0.3 0.3 0/65 全国 2000 17) 
             
公共用水域・海水   µg/L <0.3 <0.3 <0.3 <0.3 0.3 0/11 全国 2000 17) 
             
底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.007 <0.007 <0.007 <0.007 0.007 0/14 全国 2002 18) 
                      
底質(公共用水域・海水) µg/g <0.007 <0.007 <0.007 <0.007 0.007 0/10 全国 2002 18) 
           
魚類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
魚類(公共用水域・海水) µg/g          
             
注： a) 最大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す 

b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す 
c) 検体値の検出下限値 
d) 報告されていない 
e) 夏季調査 
f) 冬季調査 
g) 竣工後半年以内の新築住宅（未入居）における調査結果 (原著のデータを転記) 
h) 居間（原著のデータを転記） 
i) 寝室（原著のデータを転記） 
j) 台所（原著のデータを転記） 
k) トイレ（原著のデータを転記） 
l) 新築の住宅（居間、寝室）における夏季（6～8月）の調査結果 

 

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

一般環境大気及び室内空気の実測値を用いて、人に対する曝露の推定を行った（表 2.5）。化
学物質の人による一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれ

ぞれ 15 m3、2 L及び 2,000 gと仮定し、体重を 50 kgと仮定している。 

 
表 2.5 各媒体中の濃度と一日曝露量 

 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 
  大 気   

  一般環境大気 0.23 µg/m3未満程度 (2012)（限られた地
域で概ね0.41 µg/m3の報告がある(2008)） 

0.069 µg/kg/day未満程度（限られた地域
で概ね 0.12 µg/kg/dayの報告がある） 

  室内空気 8.3 µg/m3 (2004)（算術平均値） 2.5 µg/kg/day（算術平均値） 

平     

  水 質   

  飲料水 データは得られなかった（限られた地域

で 1 µg/L未満程度の報告がある (2011)） 
データは得られなかった（限られた地域

で0.04 µg/kg/day未満程度の報告がある） 
  地下水 過去のデータではあるが 0.3 µg/L未満 

程度 (2000) 
過去のデータではあるが 0.012 µg/kg/day
未満程度 

均 公共用水域・淡水 過去のデータではあるが 0.3 µg/L未満程
度 (2000) 

過去のデータではあるが 0.012 µg/kg/day
未満程度 
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 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 
      

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

      

  大 気   

  一般環境大気 0.44 µg/m3程度 (2012)（限られた地域で
概ね 0.49 µg/m3の報告がある (2008)） 

0.13 µg/kg/day程度（限られた地域で 
概ね 0.15 µg/kg/dayの報告がある） 

 室内空気 117 µg/m3 (2004) 35 µg/kg/day 

最      

 水 質   

大 飲料水 データは得られなかった（限られた地域

で 1 µg/L未満程度の報告がある (2011)） 
データは得られなかった（限られた地域

で0.04 µg/kg/day未満程度の報告がある） 
 地下水 過去のデータではあるが 0.3 µg/L未満程

度 (2000) 
過去のデータではあるが 0.012 µg/kg/day
未満程度 

値  公共用水域・淡水 過去のデータではあるが 0.3 µg/L未満程
度 (2000) 

過去のデータではあるが 0.012 µg/kg/day
未満程度 

      

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 

  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 

      

 
人の一日曝露量の集計結果を表 2.6に示す。 
吸入曝露の予測最大曝露濃度は、一般環境大気のデータから 0.44 µg/m3程度となった。限ら

れた地域を調査対象とした環境調査による大気のデータを用いた場合には最大で概ね 0.49 
µg/m3の報告があった。また、室内空気の予測最大曝露濃度は、未入居の新築住宅における調査

結果を除いて設定すると 117 µg/m3となった。一方、化管法に基づく平成 23年度の大気への届
出排出量をもとにプルーム・パフモデル19)を用いて推定した大気中濃度の年平均値は、最大で

0.012 µg/m3となった。 
経口曝露の予測最大曝露量を算出できるデータは得られなかった。なお、地下水のデータか

ら算出すると過去のデータではあるが 0.012 µg/kg/day未満程度となり、限られた地域を調査対
象とした飲料水のデータから算出した 0.04 µg/kg/day未満程度の報告がある。 
物理化学的性状から考えて生物濃縮性は高くないと推測されることから、本物質の環境媒体

から食物経由の曝露量は少ないと考えられる。 

 
表 2.6 人の一日曝露量 

媒 体 平均曝露量（μg/kg/day） 予測最大曝露量（μg/kg/day） 

大 気 
 一般環境大気 0.069 (限られた地域で 0.12) 0.13 (限られた地域で 0.15) 

 室内空気 2.5 (算術平均値) 35 

   飲料水 (限られた地域で 0.04) (限られた地域で 0.04) 

水 質  地下水 (過去のデータではあるが 0.012) (過去のデータではあるが 0.012) 

   公共用水域・淡水 (過去のデータではあるが 0.012) (過去のデータではあるが 0.012) 

 食 物     

 土 壌     

 経口曝露量合計   
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媒 体 平均曝露量（μg/kg/day） 予測最大曝露量（μg/kg/day） 

  参考値 1 0.012 0.012 

  参考値 2 0.04 0.04 

 総曝露量 0.069 0.13 

  参考値 1 0.012 0.012 

  参考値 2 0.04 0.04 

注：1) アンダーラインを付した値は、曝露量が「検出下限値未満」とされたものであることを示す 
  2)（ ）内の数字は、曝露量合計の算出に用いていない 
  3) 総曝露量は、吸入曝露として一般環境大気を用いて算定したものである 
  4) 参考値 1は、過去のデータを用いた場合を示す 
  4) 参考値 2は、飲料水に限られた地域を調査対象としたデータを用いた場合を示す 

 

（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.7 のように整理した。
水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定できるデータは得られなか
った。なお、過去のデータではあるが、公共用水域の淡水域、海水域ともに 0.3 µg/L未満程度
となった。 

 
表 2.7 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 
 
 
 

海 水 

データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 
 
データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 

データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 
 
データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 

注：1) （  ）内の数値は測定年度を示す 
2)  淡水は河川河口域を含む 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

ウサギに本物質 500～1,500 mgを単回強制経口投与した結果、24時間で投与量の 80～98%が
尿中に排泄され、尿中代謝物のほとんどが安息香酸及びその抱合体であり、グルクロニドは 0
～5％であった 1) 。 
ウサギに 350、750 mg/kg を単回強制経口投与した結果、15 日間で 350 mg/kg 群は投与量の

83.2％、750mg/kg群は投与量の 82.3％を尿中に排泄した。尿中の代謝物は 350、750 mg/kg群で
安息香酸のグリシン抱合体である馬尿酸が 69.9％、66.7％、安息香酸のグルクロン酸抱合体であ
るベンゾイルグルクロニドが 8.8％、11.2％、ベンジルアルコールのグルクロン酸抱合体である
ベンジルグルクロニドが 2.9％、3.0％、遊離の安息香酸が 1.6％、1.4％であり、ベンジルメルカ
プツール酸（N-アセチル-S-ベンジル-L-システイン）は両群とも 0.01％未満と微量であった 2) 。 
ラットに 400、750、1,000 mg/kg/日を 13日間強制経口投与しながら、2、8、13日に 24時間
の尿を採集した結果、400、750、1,000 mg/kg群でベンジルメルカプツール酸の排泄量は 1日当
たり 0.13～0.35 mg/匹、0.21～0.92 mg/匹、0.77～2.05 mg/匹であり、8日には排泄量の軽度の減
少がみられた群もあったが、13日にはすべての群で排泄量の増加がみられた 3) 。著者らは、ア

ルデヒド還元酵素によって本物質がベンジルアルコールに還元され、スルホトランスフェラー

ゼによってベンジル硫酸エステル等の中間体が形成された後に、グルタチオン抱合を経てベン

ジルメルカプツール酸が形成される経路を提案した。 
ラットの鼻部に 11Cでラベルした本物質を 2分間曝露した結果、0.26～5.79 µgが体内に取り
込まれたが、曝露終了から 1.5分後の気道には 1.2％、肺には 0.8％しか残存していなかった。気
道からの吸収は急速であり、1.5分後には全身の組織から放射活性が検出され、尿中にも検出可
能な放射活性がみられた。血液中放射活性の半減期は 8.1分であり、多くの組織では血液中と同
様な放射活性の減少がみられたが、皮膚や筋肉、脂肪組織のように限られた血流の組織では 5
～12分遅れて減少が始まった。尿中に排泄された放射活性の 90%以上が馬尿酸であり、呼気中
への 11CO2や揮発成分の排泄はなかった。また、腸管内内容物の放射活性はわずかであったこと

から、胆汁中への排泄は本物質の主要な排泄経路ではないと考えられた 4) 。 
ラットに 0.41 mmol（43.5 mg）を腹腔内投与した結果、24時間で投与量の 29.3%が馬尿酸と
して尿中に排泄された 5) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 6) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 1,300 mg/kg 
ラット 経口 LD50 1,300 mg/kg 
ラット 経口 LD50 1,300 mg/kg 
マウス 経口 LD50 2,020 mg/kg 
モルモット 経口 LD50 1,000 mg/kg 
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動物種 経路 致死量、中毒量等 
モルモット 経口 LD50 1,000 mg/kg 
ラット 吸入 LC >500 mg/m3 
マウス 吸入 LC >500 mg/m3 
ウサギ 経皮 LD50 >1,250 mg/kg 

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 
本物質は眼を刺激する。吸入すると咳や咽頭痛、経口摂取すると咽頭痛を生じ、皮膚に付

くと発赤、眼に入ると発赤や痛みを生じる 7) 。経口摂取によるヒトの最小致死量として、714.3 
mg/kgという報告がある 6) 。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Fischer 344ラット雌雄各 10匹を 1群とし、0、50、100、200、400、800 mg/kg/dayを 13
週間（5日/週）強制経口投与した結果、400 mg/kg/day群の雌 1匹、800 mg/kg/day群の雄 6
匹、雌 3 匹が死亡し、800 mg/kg/day 群の雄で著明な体重増加の抑制がみられた。800 
mg/kg/day群の雌雄の小脳で変性及び壊死、海馬でニューロンの壊死、前胃で扁平上皮の軽
度から中程度の肥厚を伴った過形成及び角質増殖、肝臓で変性、腎臓で尿細管上皮の変性、

雄で小脳の石灰化の発生率に有意な増加を認め、雌雄の腎臓で尿細管上皮の壊死、雄の肝

臓で肝細胞の壊死もみられた 8, 9) 。 
 また、B6C3F1マウス雌雄各 10匹を 1群とし、0、75、150、300、600、1,200 mg/kg/dayを

13週間（5日/週）強制経口投与した結果、1,200 mg/kg/day群の雄の全数、雌 1匹が死亡し、
600 mg/kg/day群の雄で体重増加の抑制（-9％）を認めた。また 1,200 mg/kg/day群の雄の全
数で軽度から中程度の腎尿細管の変性がみられ、600 mg/kg/day群でも雄 1匹にみられた 8, 9) 。 
 これらの結果から、NOAELをラットで 400 mg/kg/day（曝露状況で補正：286 mg/kg/day）、
マウスで 300 mg/kg/day（曝露状況で補正：214 mg/kg/day）とする。 
イ）Osborne-Mendelラット雌雄各 5匹を 1群とし、0、1％の濃度で 16週間、0、0.1％の濃度
で 27～28週間混餌投与した結果、体重や一般状態、血液、主要臓器の外観や組織に影響は
なかった 10) 。この結果から、NOAELを 1％（約 500 mg/kg/day）以上とする。 
ウ）Fischer 344ラット雌雄各 50匹を 1群とし、0、200、400 mg/kg/dayを 2年間（5日/週）強
制経口投与した結果、体重や一般状態に影響はなかったが、400 mg/kg/day群の雄で生存率
の有意な低下、膵臓で過形成の発生率に有意な増加を認めた 9) 。この結果から、NOAEL
を 200 mg/kg/day（曝露状況で補正：143 mg/kg/day）とする。 
エ）B6C3F1マウス雌雄各50匹を1群とし、雄に0、200、400 mg/kg/day、雌に0、300、600 mg/kg/day
を 2年間（5日/週）強制経口投与した結果、体重や一般状態、生存率に影響はなかったが、
雄の 400 mg/kg/day群及び雌の 300 mg/kg/day以上の群の前胃で局所的な扁平上皮の肥厚を
伴った限局性の過形成の発生率に有意な増加を認めた 9) 。この結果から、NOAEL を 200 
mg/kg/day（曝露状況で補正：143 mg/kg/day）とする。 
オ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 14 匹を 1 群とし、0、500、750、1,000 ppm を 14 日間（6
時間/日）吸入させた結果、500 ppm以上の群の雄で体重増加の有意な抑制、雌雄で体温の
有意な低下、1,000 ppm群の雌雄で重度の中枢神経系障害（異常歩行、頻繁な痙攣、ストラ
ウブ挙尾反応陽性）を認めた。500 ppm 以上の群の雌雄で振戦や立毛、利尿、呼吸速度の
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低下、鼻や眼の刺激症状が濃度依存的にみられ、1,000 ppm群の雄 1匹、雌 10匹、750 ppm
群の雌 3匹が死亡又は瀕死となって屠殺し、1,000 ppm群では音刺激に対する反応性の亢進
もみられた。また、500 ppm 以上の群の雌で肝臓の絶対及び相対重量の有意な増加、雌雄
で GOTの有意な上昇、750 ppm以上の群の雄及び 1,000 ppm群の雌でヘマトクリット値の
有意な減少、1,000 ppm群の雌雄でヘモグロビン濃度の有意な減少などを認めた。組織への
影響としては 500 ppm以上の群の雄で鼻中隔の呼吸上皮に杯細胞の化生がみられ、同様の
変化は低頻度ながら雌にもみられたが、その他の主要臓器に影響はなかった 11) 。この結果

から、LOAELを 500 ppm（曝露状況で補正：125 ppm( 543 mg/m3)）とする。 
カ）Hartleyモルモット雄 8匹を 1群とし、0、500 ppmを 4週間（6時間/日、5日間/週）吸入
させた結果、体重や一般状態への影響はなく、死亡もなかったが、500 ppm 群の鼻腔、気
管、肺では呼吸上皮の軽度刺激（化生/過形成）がみられ、血液中では中性脂肪の有意な減
少がみられた 12) 。なお、この試験は感作させたモルモットに対するアレルギー反応の検討

を目的として実施されており、呼吸上皮にみられた軽度刺激について発生率等の報告がな

かったため、NOAEL等の判断はしなかった。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Fischer 344ラット及びB6C3F1マウス雌雄各 10匹を 1群としてラットに 0～800 mg/kg/day、
マウスに 0～1,200 mg/kg/dayを 13週間（5日/週）強制経口投与した試験、Fischer 344ラッ
ト及び B6C3F1マウス雌雄各 50匹を 1群とし、ラットに 0～400 mg/kg/day、マウスの雄に 0
～400 mg/kg/day、雌に 0～600 mg/kg/dayを 2年間（5日/週）強制経口投与した試験では、
いずれも雌雄の生殖器に影響はなかった 8, 9) 。 
イ）交尾期間を含む 32週間、雌ラットに 0、2、5 mg/kg/dayを 1日おきに強制経口投与した
結果、出生仔の数や体重、生存率に影響はなかったとした報告があったが 13) 、詳細は不明

であった。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）本物質の臭気閾値として 0.0008～0.1823 mg/m3、刺激閾値として 20.01 mg/m3とした報告

がある 14) 。 
イ）102人のがん患者に 10 mg/kg/dayのβ-シクロデクストリン・ベンズアルデヒド包含化合
物（本物質として約 0.83 mg/kg/day）を 2週間から 2年間経口投与又は直腸内投与した結果、
血液や血液生化学等の検査結果に影響はなく、投与による毒性はみられなかった 15) 。 
ウ）ボランティア 100 人に 5％の本物質でパッチテストを実施した結果、10 人に陽性反応が
みられた。陽性反応のみられた 10人は、本物質以外にも安息香酸又はバニリンにも陽性反
応を示した 16) 。 
エ）製菓業に従事していた 19歳の男性が手及び前腕の背側に限局性の慢性じんま疹を発症し
ていた症例では、男性は 4 年間、練り菓子の製造を行っており、来院の 6 ヶ月前に発症し
ていた。男性は種々の練り菓子原料を毎日触っていたが、接触を避けると 1～2時間で症状
が消失したことから、作業との関連が疑われた。このため、パッチテストを実施したとこ

ろ、1％濃度のシンナムアルデヒド、5％濃度の本物質の両方に陽性反応を示したが、シン
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ナムアルデヒドとの交差反応の可能性が考えられた。なお、手袋を装着し、素手で原料に

触れなくなると症状が再発することはなかった 17) 。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2
に示すとおりである。 

 
表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 
WHO IARC －  
EU EU －  
 EPA －  
USA ACGIH －  
 NTP － 
日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro試験系では、代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌で遺伝
子突然変異を誘発しなかったが 18～23) 、S9添加・無添加のマウスリンパ腫細胞（L5178Y）
で遺伝子突然変異 22, 24) 、ヒト末梢血リンパ球で DNA傷害 25) を誘発した。S9添加・無添加
のチャイニーズハムスター卵巣（CHO）細胞で染色体異常 26) 、ラット肝細胞（初代培養）

で不定期 DNA 合成 22) を誘発しなかったが、チャイニーズハムスター肺細胞（B241 19) 、

CHL27, 28)）で染色体異常を誘発し、チャイニーズハムスター卵巣（CHO）細胞 26) 、ヒト末

梢血リンパ球 29) で姉妹染色分体交換を誘発した。なお、チャイニーズハムスター卵巣

（CHO）細胞で姉妹染色分体交換を誘発しなかった報告もあった 30) 。 
in vivo 試験系では、経口投与したショウジョウバエで伴性劣性致死突然変異を誘発しな
かったが 31) 、体細胞突然変異を誘発した 32) 。 

 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Fischer 344ラット雌雄各 50匹を 1群とし、0、200、400 mg/kg/dayを 2年間（5日/週）強
制経口投与した結果、腫瘍の発生率増加はなかった 9) 。B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群
とし、雄に 0、200、400 mg/kg/day、雌に 0、300、600 mg/kg/dayを 2年間（5日/週）強制
経口投与した結果、雌の前胃では扁平上皮乳頭腫の発生率に有意な増加傾向がみられ、そ

の発生率は 300 mg/kg/day 以上の群で有意に高く、前胃扁平上皮の過形成の発生率も雄の
400 mg/kg/day群及び雌の 300 mg/kg/day以上の群で有意に高かった 9) 。この結果から、NTP
（1990）は雌雄のラットについては発がん性の証拠はなかったが、雌雄のマウスでは幾つ



12 ベンズアルデヒド 

13 
 

かの発がん性の証拠があったと結論した 9) 。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

ヒトでの発がん性について、知見は得られなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性に関する知見が得られているが、生殖・発生毒性につい

ては十分な知見が得られていない。また、発がん性についても十分な知見が得られず、ヒト

に対する発がん性の有無については判断できない。このため、閾値の存在を前提とする有害

性について、非発がん影響に関する知見に基づき無毒性量等を設定することとする。 
経口曝露については、中・長期毒性ウ）のラットの試験から得られた NOAEL 200 mg/kg/day
（生存率の低下、膵臓の過形成）及びエ）のマウスの試験から得られた NOAEL 200 mg/kg/day
（前胃の過形成）を曝露状況で補正した 143 mg/kg/dayが信頼性のある最も低用量の知見と判
断し、これを無毒性量等に設定する。 
吸入曝露については、中・長期毒性オ）のラットの試験から得られた LOAEL 500 ppm（体
重増加の抑制、低体温、肝臓重量の増加など）を曝露状況で補正して 125 ppm（543 mg/m3）

とし、試験期間が短かったことから 10で除し、LOAELであるために 10で除した 5.4 mg/m3

が信頼性のある最も低濃度の知見と判断し、これを無毒性量等に設定する。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測最大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

143 mg/kg/day ラット 
マウス 

－ 

地下水 － － － 
 
経口曝露については、曝露量が把握されていないため、健康リスクの判定はできなかった。 
なお、地下水の最大値として過去に報告（2000年）のあった値から算出した経口曝露量は

0.012 µg/kg/day未満程度であったが、参考としてこれと無毒性量等 143 mg/kg/dayから、動物
実験結果より設定された知見であるために 10で除して算出したMOE（Margin of Exposure）
は 1,200,000超となる。また、限られた地域のデータとして報告のあった飲料水の最大値 0.04 
µg/kg/day 未満程度から算出した MOE は 360,000 超となる。環境媒体から食物経由で摂取さ
れる曝露量は少ないと推定されることから、その曝露を加えてもMOEが大きく変化すること
はないと考えられる。このため、本物質の経口曝露による健康リスクの評価に向けて経口曝

露の知見収集等を行う必要性は低いと考えられる。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］ 

表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 0.23 µg/m3未満程度 0.44 µg/m3程度 

5.4 mg/m3 ラット 
1,200 

室内空気 8.3 µg/m3 117 µg/m3 5 
 
吸入曝露については、一般環境大気中の濃度についてみると、平均曝露濃度は 0.23 µg/m3

未満程度、予測最大曝露濃度は 0.44 µg/m3程度であった。無毒性量等 5.4 mg/m3と予測最大曝

露濃度から、動物実験結果より設定された知見であるために 10で除して求めたMOEは 1,200
となる。また、限られた地域のデータとして報告のあった値の最大値は概ね 0.49 µg/m3であ

ったが、参考としてこれからMOEを算出すると 1,100となる。さらに、化管法に基づく平成
23年度の大気への届出排出量をもとに推定した高排出事業所近傍の大気中濃度（年平均値）
の最大値は 0.012 µg/m3であったが、参考としてこれから算出したMOEは 45,000となる。 
一方、室内空気中の濃度についてみると、平均曝露濃度は 8.3 µg/m3、予測最大曝露濃度は

117 µg/m3であり、無毒性量等 5.4 mg/m3と予測最大曝露濃度から、動物実験結果より設定さ

れた知見であるために 10で除して求めたMOEは 5となる。 
従って、本物質の一般環境大気の吸入曝露による健康リスクについては、現時点では作業

は必要ないと考えられるが、室内空気については詳細な評価を行う候補と考えられる。 

 
 
 
 

 
 



12 ベンズアルデヒド 

15 
 

４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性を確

認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他の生物）ごとに整理すると表 4.1のとおり
となった。 

  
表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 生物名 

生物分類／和名 

（試験条件等） 

エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性

採用の 

可能性 
文献 No. 

藻 類  ○ 2,000 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC  

GRO (RATE) 3 A A 2) 

 ○  17,000*1 Chlorella vulgaris 緑藻類 EC50  POP 80時間 C C 1)-17321  

 ○  32,000 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 

EC50  
GRO (RATE) 3 A A 2) 

甲殻類 ○  >15,800 Orconectes immunis アメリカザリガ
ニ科 

LC50  MOR 4 B B 1)-10775 

 ○  50,000 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 1 B B 1)-5718 

魚 類   220 Pimephales promelas ファットヘッド
ミノー(1日齢) 

NOEC   
GRO / MOR 7 A C 1)-16510 

 ○  1,070 Lepomis macrochirus ブルーギル LC50  MOR 4 B B 1)-10775 

 ○  5,390 Ictalurus punctatus アメリカナマズ LC50  MOR 4 B B 1)-10775 

 ○  7,610 Pimephales promelas ファットヘッド
ミノー 

LC50  MOR 4 A A 1)-12448 

 ○  11,200 Oncorhynchus mykiss ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-10775 

 ○  12,400 Pimephales promelas ファットヘッド
ミノー 

LC50  MOR 4 B B 1)-10775 

 ○  12,800 Pimephales promelas ファットヘッド
ミノー 

LC50  MOR 4 B B 1)-12447 

 ○  13,800 Carassius auratus キンギョ LC50  MOR 4 B B 1)-10775 

その他 ○  >15,800 Aplexa hypnorum ホタルヒダリマ

キガイ LC50  MOR 4 B B 1)-10775 

  ○ 26,000 Tetrahymena 
thermophila テトラヒメナ属 NOEC  POP 2 B B 1)-4344 

 ○  113,000 Tetrahymena 
thermophila テトラヒメナ属 EC50  POP 2 B B 1)-4344 

 ○  159,700 Tetrahymena 
pyriformis テトラヒメナ属 IGC50  POP 2 B B 1)-4980 

毒性値（太字）：採用可能な知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）：PNEC導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 
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EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、 
IGC50 (Median Inhibitory Growth Concentration)：半数成長（増殖）阻害濃度、 
LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 

影響内容 
GRO (Growth)：生長（植物）又は成長（動物）、IMM (Immobilization)：遊泳阻害、MOR (Mortality)：死亡、 
POP (Population Changes)：個体群の変化（増殖） 

毒性値の算出方法 
RATE：生長速度から求める方法（速度法） 
 

*1 文献に基づく概算値 

 
評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のために採用した。その知見の
概要は以下のとおりである。 

 
1） 藻類 
環境省 2)は、「新規化学物質等に係る試験の方法について（化審法テストガイドライン）」(2011) 
及び OECDテストガイドライン No. 201 (2006) に準拠し、緑藻類 Pseudokirchneriella subcapitata
の生長阻害試験をGLP試験として実施した。試験には密閉容器が用いられた。設定試験濃度は
0（対照区）、1.0、2.2、4.6、10、22、46、100 mg/L（公比約 2.2）であった。被験物質の実測濃
度は、48 時間後に設定濃度の 44～101%であり、毒性値の算出には 0、24、48 時間後の幾何平
均値が用いられた。速度法による 72 時間半数影響濃度 (EC50) は、0～48 時間の結果に基づき
32,000 µg/Lであった。72時間無影響濃度 (NOEC) は、生長阻害率が 5%未満の最高濃度である
2,000 µg/Lとされた。 

 
2） 甲殻類 

Phippsと Holcombe 1)-10775は、アメリカザリガニ科 Orconectes immunisの急性毒性試験を実施し
た。試験は流水式 (90%容量換水／6時間) で行われた。単一容器内をネットで仕切り、ほかの
試験生物種（魚類やその他生物）も同時に曝露された。設定試験濃度区は、対照区及び 4～5濃
度区（公比 1.67）であった。被験物質の実測濃度は、1回目試験において n.d.（対照区）、1.44、
2.82、4.10、7.96、15.8 mg/L、また 2回目試験において n.d.（対照区）、0.210、0.440、0.800 mg/L
であった。試験用水にはスペリオル湖水（硬度 44.4 mg/L、CaCO3換算）が用いられた。いずれ

の濃度区においても 50%以上の死亡は観察されず、96 時間半数致死濃度 (LC50) は、実測濃度
に基づき 15,800 µg/L超とされた。 

 
3） 魚類 

Phippsと Holcombe1)-10775は、ブルーギル Lepomis macrochirusの急性毒性試験を実施した。試
験は流水式(90%容量換水／6時間)で行われた。単一容器内をネットで仕切り、ほかの試験生物
種（甲殻類やその他生物）も同時に曝露された。設定試験濃度区は、対照区及び 4～5濃度区（公
比 1.67）であった。被験物質の実測濃度は、1回目試験において n.d.（対照区）、1.44、2.82、4.10、
7.96、15.8 mg/L、また 2回目試験において n.d.（対照区）、0.210、0.440、0.800 mg/Lであった。
試験用水にはスペリオル湖水（硬度 44.4 mg/L、CaCO3換算）が用いられた。96時間半数致死濃
度 (LC50) は、実測濃度に基づき 1,070 µg/Lであった。 
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4） その他生物 
PhippsとHolcombe 1)-10775は、ホタルヒダリマキガイAplexa hypnorumの急性毒性試験を実施し
た。試験は流水式 (90%容量換水／6時間) で行われた。単一容器内をネットで仕切り、ほかの
試験生物種（甲殻類や魚類）も同時に曝露された。設定試験濃度区は、対照区及び 4～5濃度区
（公比 1.67）であった。被験物質の実測濃度は、1回目試験において n.d.（対照区）、1.44、2.82、
4.10、7.96、15.8 mg/L、また 2回目試験において n.d.（対照区）、0.210、0.440、0.800 mg/Lであ
った。試験用水にはスペリオル湖水（硬度 44.4 mg/L、CaCO3換算）が用いられた。いずれの濃

度区においても 50%以上の死亡は観察されず、96 時間半数致死濃度(LC50)は、実測濃度に基づ
き 15,800 µg/L超とされた。 
また Pauliら 1)-4344は、テトラヒメナ属 Tetrahymena thermophilaの増殖阻害試験を実施した。
試験は止水式で行われ、設定試験濃度は対照区及び 5 濃度区以上（公比 1.5～2）であった。48
時間無影響濃度 (NOEC) は、設定濃度に基づき 26,000 µg/Lであった。 

 
 

（2）予測無影響濃度 (PNEC) の設定 

 急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値は以下の通りである。 

 

急性毒性値 
藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72時間 EC50（生長阻害） 32,000 µg/L 
甲殻類 Orconectes immunis 96時間 LC50 15,800 µg/L超 
魚類 Lepomis macrochirus 96時間 LC50 1,070 µg/L  
その他 Aplexa hypnorum 96時間 LC50 15,800 µg/L超 

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼で
きる知見が得られたため］ 

これらの毒性値のうち、その他の生物を除いた最も小さい値（魚類の 1,070 µg/L）をアセスメ
ント係数 100で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC値 11 µg/Lが得られた。 

 
慢性毒性値 
藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72時間 NOEC（生長阻害） 2,000 µg/L 
その他 Tetrahymena thermophila 48時間 NOEC（増殖阻害） 26,000 µg/L 

アセスメント係数：100［1 生物群（藻類）及びその他の生物の信頼できる知見が得られたた
め］ 

藻類の 2,000 µg/Lをアセスメント係数 100で除することにより、慢性毒性値に基づく PNEC 
20 µg/Lが得られた。 

 
本物質の PNECとしては魚類の急性毒性値から得られた 11 µg/Lを採用する。 
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（3）生態リスクの初期評価結果 

 
表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC比 

公共用水域・淡水 

データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 

データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 

11 
µg/L 

― 

公共用水域・海水 

データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 

データは得られなかった 
[過去のデータではあるが 
0.3 µg/L未満程度 (2000)] 

― 

注：1) 水質中濃度の (  ) 内の数値は測定年度を示す  
   2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

 
 
本物質については、予測環境中濃度 (PEC) を設定できるデータが得られなかったため、リ
スクの判定はできなかった。 
しかし、過去のデータではあるが、淡水域、海水域ともに 0.3 µg/L未満程度であり、この値
と PNECとの比は 0.027未満となる。 
本物質の製造輸入数量の推移や PRTR データから、公共用水域の水質濃度が大幅に増加して
いる可能性は低いと考えられる。 
したがって本物質については、さらなる情報収集を行う必要性は低いと考えられる。 

 
 

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要 
ないと考えられる。 

情報収集に努める必要 
があると考えられる。 

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1 ［ 判定基準 ］ 
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